
 

他都市条例との比較 

都市名 高松市 東京都中野区 神奈川県川崎市 

条例名称 豊かな住まいづくり条例（仮称） 中野区住生活の基本に関する条例 川崎市住宅基本条例 

前文 

人口減少、少子超高齢社会が全国的に現実のものと

なっている一方、住宅総数が世帯数を大幅に上回る状

況を背景に、近年、空き家の増加や、特に都市部に空き

地や空き家が小さな穴のようにできる都市のスポンジ

化が問題として顕在化している。今後、更にこれらの問

題が進行し、地域コミュニティが希薄化することで、高

齢者や子どもを地域全体で見守る機能の低下や災害に

対する脆弱性が増大するなど、居住環境の質の低下が

懸念されるものである。 

このような状況に対応するためには、安全・安心で質

の高い住宅ストックと適正な維持管理による良好な住

環境の形成を促進し、もって多様な世帯が必要に応じ

た適切な住宅を選択でき、安心して入居できる住宅の

供給を図ることが重要である。 

よってここに、市、市民、住宅関連事業者が住宅施策

の方向性を共有して協働で取り組むことにより、全て

の市民が生活の豊かさを実感でき、安心して快適に暮

らせる豊かな住まいづくりの実現を推進するため、こ

の条例を制定する。 

（なし） （なし） 

目的 

この条例は、豊かな住まいづくりに関する施策につ

いて、基本理念を定め、並びに市、市民及び住宅関連事

業者の責務を明らかにするとともに、基本理念の実現

を図るための基本的事項を定めることにより、住生活

の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的か

つ計画的に推進し、もって生活の豊かさを実感できる

住宅及び住環境の実現に資することを目的とする。 

第１条 この条例は、住宅が区民の健康で文化的な生

活にとって不可欠な生活の基盤であることから、中

野区の住宅政策について基本的な事項を定めること

により、全ての区民の住生活の安定の確保及び向上

を図り、もって多様な世代が安心して快適に暮らせ

る活力と魅力に満ちたまちの実現に資することを目

的とする。 

第１条 この条例は、住宅及び住環境の整備に関する

施策の基本となる事項を定めることにより、良質な

住宅の供給及び良好な住環境の形成並びに市民の居

住の安定を図り、もって市民のゆとりある住生活の

安定向上及び福祉の増進に寄与することを目的とす

る。 

用語の定義 

①市民 市民とは、市内に居住する個人及び市内に存

する土地若しくは建物の所有者又は管理者並びに市

内で事業を行い、若しくは活動を行う個人又は法人

その他の団体をいう。 

 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 

 

 

第３条 この条例において、「公共住宅」とは、市が供

給する住宅及び川崎市住宅供給公社（以下「公社」と

いう。）その他市長が指定する者が供給する賃貸住宅

で、その建設、供給等に際して市から資金の助成等を

受けているものをいう。 
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都市名 高松市 東京都中野区 神奈川県川崎市 

②住宅関連事業者 住宅関連事業者とは、住宅の建築

主、賃貸、取引の媒介、管理その他住宅に関連した事

業を業として行う者をいう。 

③協働 協働とは、高松市自治基本条例第２条第６号

に規定する協働をいう。 

④住宅確保要配慮者 住宅確保要配慮者とは、住宅の

確保に特に配慮を要するものとして住宅確保要配慮

者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律（平成

19 年 7 月 6 日号外法律第 112 号）第２条第１項にお

いて定める者をいう。 

(1) ワンルームタイプ住戸 専用面積(ベランダ、

バルコニー、パイプスペース、メーターボックスそ

の他これらに類する部分の面積を除く。以下同

じ。)が 40平方メートル未満の住戸で、住戸の形式

が居室及び玄関、台所、便所、浴室等を備えている

ものをいう。 

(2) ファミリータイプ住戸 専用面積が 40 平方メ

ートル以上の住戸で、住戸の形式が複数の居室及

び玄関、台所、便所、浴室等を備えているものをい

う。 

(3) 住宅関連事業者 住宅の建設、賃貸、取引の媒

介、管理その他住宅に関連した事業を業として行

う者をいう。 

(4) 集合住宅 共同住宅、長屋、寮、寄宿舎その他

これらに類するものをいう。 

(5) 公共住宅 区が供給する区営住宅、福祉住宅、

区民住宅及びまちづくり事業住宅並びに東京都、

東京都住宅供給公社及び独立行政法人都市再生機

構が供給する賃貸住宅をいう。 

(6) バリアフリーに配慮した住宅 住戸内、集合住

宅の共用部分等について、段差の解消、手すりの設

置、廊下幅の確保、便所の配置等に関し、日常生活

の安全性及び介助行為の容易性に配慮された住宅

をいう。 

基本理念 

１ 豊かな住まいづくりは、市、市民及び住宅関連事業

者がそれぞれの役割を担い、密接な連携を図りなが

ら、協働して行わなければならない。 

２ 豊かな住まいづくりは、安全で快適な住宅及び良

好な住環境を確保することが、安定した市民生活に

とって欠くことのできない基礎的条件であることを

確認し、全ての市民が生活の豊かさを実感でき、共に

住み続けられる活力ある地域社会を目指したもので

なければならない。 

（なし） 第２条 住宅及び住環境に関する政策は、次に掲げる

事項を基本目標とし、すべての市民が安心し、ゆとり

を持って、共に住み続けられる活力ある地域社会の

実現を目指したものでなければならない。 

(1) 市民の住宅需要に適切に対応した良質な住宅

の供給及び誘導 

(2) 市民及び事業者の参画及び協働による良好な

住環境の形成 

(3) 高齢者、障害者及び外国人をはじめとする市民

の居住の安定 
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都市名 高松市 東京都中野区 神奈川県川崎市 

役割と責務 

１ 市は、この条例の目的を達成するため、住宅及び住

環境の整備に関する施策を総合的かつ計画的に実施

するものとする。 

２ 市民及び住宅関連事業者は、良質な住宅の建設、住

宅の適正な維持管理を行い、良好な住環境の形成に

努めるとともに、市が実施する住宅、住環境の向上に

資する施策に協力するよう努めるものとする。 

(区の責務) 

第３条 区は、区民の住生活の向上に資する施策を総

合的かつ計画的に実施するものとする。 

(区民、住宅関連事業者等の責務) 

第４条 区民、住宅関連事業者等は、良質な住宅の建設

及び住宅の適正な維持管理を行い、良好な住環境の

形成に努めるとともに、区が実施する住生活の向上

に資する施策に協力するよう努めるものとする。 

（市の責務） 

第４条 市は、この条例の目的を達成するため、住宅及

び住環境の整備に関する施策を総合的かつ計画的に

実施するものとする。 

２ 市は、前項の施策の実施に当たっては、市民及び事

業者の協力の下に、まちづくり施策、福祉施策、人権

施策等との連携に努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、

良質な住宅の供給及び良好な住環境の形成並びにこ

れらの適正な維持管理に努めるとともに、市が実施

する施策に積極的に協力しなければならない。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、相互に協調し、居住水準の向上及び住

環境の維持又は改善に努めるとともに、市が実施す

る施策に積極的に協力しなければならない。 

基本計画 

１ 市は、住宅政策を総合的かつ計画的に推進するた

め、住宅政策に関する計画を策定するものとする。 

２ 計画においては、次に掲げる事項を定めるものと

する。 

 ①計画の目的 

②高松市における住宅需要の現状と課題 

③計画期間 

④基本方針 

⑤基本施策と目標 

(住宅マスタープランの策定) 

第５条 区長は、住生活の向上に資する施策を総合的

かつ計画的に推進するため、住宅マスタープランを

策定する。 

２ 住宅マスタープランにおいては、次に掲げる事項

を定めるものとする。 

(1) 計画期間 

(2) 住生活の安定の確保及び向上の促進について

の基本的な目標及び当該目標を達成するために必

要な施策 

(3) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認め

る事項 

３ 区長は、住宅の需要の動向その他社会経済情勢の

変化等を踏まえ、住宅マスタープランの見直しを必

要に応じて行うものとする。 

 

 

 

 

第２章 住宅基本計画等 

（調査の実施等） 

第７条 市長は、総合的かつ計画的な住宅及び住環境

の整備に関する施策の推進に資するため、市内の住

宅及び住環境の実態、動向その他必要な事項を定期

的に調査し、その結果を公表するものとする。 

（住宅基本計画の策定等） 

第８条 市長は、住宅及び住環境の整備に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するため、市の基本構想

を踏まえ、当該施策の基本方針となる川崎市住宅基

本計画（以下「基本計画」という。）を策定するもの

とする。 

２ 基本計画には、次に掲げる事項について定めるも

のとする。 

(1) 指導又は誘導する居住水準及び住環境水準の

目標 

(2) 公共住宅における住居費負担の水準 

(3) 民間賃貸住宅における居住の安定に関する指 

 針 
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都市名 高松市 東京都中野区 神奈川県川崎市 

(住宅白書の作成) 

第６条 区長は、前条の住宅マスタープランの策定に

当たっては、住宅及び住環境の実態及び動向を的確

に把握するために必要な調査を行い、その結果を住

宅白書としてまとめ、公表するものとする。 

(4) 住宅の供給及び管理に関する指針 

(5) 住宅市街地における住宅及び住環境の整備方 

 針 

(6) 住宅及び住環境の整備を重点的に図るべき地

区並びに当該地区における住宅及び住環境の整備

に関する事項 

(7) 前各号に掲げるもののほか、住宅及び住環境の

整備に関し必要な事項 

３ 市長は、基本計画を策定する場合は、あらかじめ、

市民及び事業者の意見を反映させるために必要な措

置を講ずるとともに、川崎市住宅政策審議会の意見

を聴かなければならない。 

４ 市長は、基本計画を策定したときは、これを公表す

るものとする。 

５ 前２項の規定は、基本計画の変更について準用す

る。 

施策等 

（住宅ストックの質の向上） 

１ 市は、市民の住生活の基盤となる良質な住宅スト

ックの形成を図るために、安全性や快適性の改善な

ど、必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

２ 市民及び住宅関連事業者は、良質な住宅ストック

の形成に努めるものとする。 

（住宅管理の適正化） 

１ 市は、住宅の所有者が住宅の適切な改修等ができ

るよう、必要な支援を行うものとする。 

２ 市民は、住宅を長期に使用ができるよう適正に管

理するとともに、地域の住環境の向上に寄与するよ

う努めるものとする。 

（良好な住環境の形成） 

１ 市は、良好な住環境を備えた住宅市街地の形成を

図るため、災害に対する安全性の確保の促進や、良好

な景観の維持向上、その他必要な施策を講じるよう

努めるものとする。 

 

 

第３章 公共住宅の供給等 

(区の住宅供給等) 

第７条 区は、区民の居住の安定を図るため、区が運営

する公共住宅の公平かつ的確な供給を図るものとす

る。 

２ 区の公共住宅の供給に当たっては、高齢者、障害

者、子育てをしている世帯等の入居に配慮するもの

とする。 

(公共住宅の供給等の要請) 

第８条 区は、東京都、東京都住宅供給公社及び独立行

政法人都市再生機構の住宅供給主体に対し、良質で

多様な世帯が居住できる住宅の供給及び整備を要請

するものとする。 

第４章 多様で良質な住宅ストックの形成 

(住宅ストックの質の向上) 

第９条 区は、現在及び将来における区民の住生活の

基盤となる良質な住宅ストックの形成を図るために

必要な施策を講ずるものとする。 

 

第３章 住宅及び住環境の整備に関する基本施策 

（公共住宅の整備及び改良等） 

第９条 市長は、公共住宅の整備及び改良等に努める

ものとする。 

２ 公共住宅の整備及び改良等は、基本計画その他市

が定める計画に基づき、住宅需要の動向及び地域の

特性に応じた適切な立地に配慮し、その周辺の地域

を含め、活力ある地域社会の形成に資するよう計画

的に行われなければならない。 

（公共住宅の入居管理の適正化） 

第 10条 市長は、公共住宅の供給目的、公共住宅の入

居者が属する世帯の構成の変動等に応じ、入居者の

住替えの誘導その他入居管理が適正に行われるよう

必要な施策の推進に努めるものとする。 

２ 市長は、公共住宅の入居者の選考に当たり、住宅に

困窮する者の居住の安定が図られるよう努めるもの

とする。 
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都市名 高松市 東京都中野区 神奈川県川崎市 

２ 市民及び住宅関連事業者は、それぞれが住まいや

まちづくりに対する意識を高め、主体的に地域の安

全性の向上や良好な住環境づくりに積極的に取り組

むものとする。 

（入居の機会を制限しない住宅の供給） 

１ 市は、多様な世帯に対し必要に応じた適切な住宅

供給が図られるよう努めるものとする。 

２ 住宅関連事業者は、住宅確保要配慮者の入居を受

け入れるよう努めるものとする。 

（高齢者等の住み替え時の支援） 

１ 市は、住み替えを希望する高齢者等に対し、民間賃

貸住宅に関する適切な情報を提供するものとする。 

２ 市は、高齢者等が民間賃貸住宅への住み替えを希

望する場合、円滑な入居のために必要な支援 

 を行うよう努めるものとする。 

（市営住宅の管理運営） 

１ 市は、市営住宅の改善、修繕等、適正に管理運営す

るものとする。 

２ 市は、住宅確保要配慮者が円滑に市営住宅に入居

できるよう努めるものとする。 

（居住促進施策） 

１ 市は、医療・福祉・商業等の生活機能を確保し、地

域の活力を維持するとともに、あらゆる世代が安心

して暮らせるよう、持続可能なまちづくりを推進す

るものとする。 

２ 市は、中心市街地等の未利用地や既存ストックを

活用するなど、立地適正化計画に基づき、生活利便性

が高いエリアへの居住を誘導するよう、施策の展開

に努めるものとする。 

（移住・定住の促進） 

  市は、移住者の定住を促進するため、移住者及び受

入れ側のニーズを踏まえて、移住者の活躍や安心に

つながる交流の機会づくりに取り組むよう努めるも

のとする。 

 

２ 区民、住宅関連事業者等は、良質な住宅ストックの

形成に努めるものとする。 

 (多様な世代の区内居住の実現) 

第 10 条 住宅の建築主は、多様な世代の継続的な区内

の居住を実現するため、集合住宅の建設に当たって

は、ワンルームタイプ住戸及びファミリータイプ住

戸を中野区集合住宅の建築及び管理に関する条例

(平成 23年中野区条例第 24号)第 10条第２項で定め

る比率で配置するよう努めるものとする。 

(居住面積水準の向上) 

第 11 条 区は、区内の全ての世帯が、その世帯の人数

及び特性に応じて、健康で文化的な住生活を営む基

礎として必要不可欠な住戸規模(住生活基本法(平成

18 年法律第 61 号)に規定する全国計画に基づく最低

居住面積水準をいう。)を確保するよう努めるものと

する。 

２ 住宅の建築主は、住宅の建設に当たっては、前項に

規定する住戸規模を確保するよう努めるものとす

る。 

(バリアフリーに配慮した住宅の普及) 

第 12 条 区は、高齢者、障害者等が地域において安全

かつ安心で快適な住生活が営めるよう、全ての住宅

をバリアフリーに配慮した住宅とするよう努めるも

のとする。 

２ 住宅の建築主は、住宅の建設に当たっては、バリア

フリーに配慮した住宅とするよう努めるものとす

る。 

(住宅の管理の適正化) 

第 13 条 住宅の所有者は、住宅を長期にわたり使用す

ることができるよう、適正な管理に努めなければな

らない。 

２ 区は、住宅の所有者が住宅の適切な改修等をする

ことができるよう、必要な支援を行うものとする。 

 

 

３ 市長は、前２項の施策の推進のため必要があると

認めるときは、独立行政法人都市再生機構その他の

関係機関の協力を得るよう努めるものとする。 

（公共住宅の入居者の住居費負担） 

第 11条 市長は、市が自ら供給する公共住宅の家賃を

定めるに当たっては、公共住宅の供給目的、立地条

件、規模等及び入居者が属する世帯の所得等を総合

的に勘案し、入居者が属する世帯における適正な住

居費負担の水準となるよう努めなければならない。 

２ 公共住宅を供給する市以外の者は、その公共住宅

の家賃を定めるに当たっては、前項の規定の趣旨を

尊重し、入居者が属する世帯における適正な住居費

負担の水準となるよう配慮しなければならない。こ

の場合において、市長は、必要があると認めるとき

は、当該公共住宅を供給する者に対し必要な支援を

行うことができる。 

（高齢者又は障害者に対する支援） 

第 12条 市長は、民間賃貸住宅に居住する高齢者又は

障害者で低額所得のものが、住み慣れた地域におい

てその居住が継続できるよう、当該民間賃貸住宅の

賃貸人の協力を得て、住居の改良支援その他必要な

支援を行うことができる。 

（民間住宅の建設等の支援） 

第 13条 市長は、市内において自己の居住を目的とし

て住宅の建設、購入又は改良等を行おうとする者に

対し、その建設等に要する資金のあっせんその他必

要な支援を行うことができる。 

２ 市長は、市内において民間賃貸住宅の整備又は改

良等を行おうとする者に対し、その整備等に要する

資金のあっせんその他必要な支援を行うことができ

る。 

３ 前２項の施策は、基本計画その他市が定める計画

に基づき、住宅の質の向上及び居住の安定向上に資

することを目的として行うものとする。 
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（子育て支援） 

  市は、子育て世帯の住まいの確保や、子どもを取り

巻く環境における安心・安全の確保など、あらゆる子

育て世帯が安心して子育てができる住環境の形成に

努めるものとする。 

（地域コミュニティの再生） 

  市は、安全で活力のある住環境を目指すために、地

域コミュニティ組織の強化やコミュニティ活動の支

援に努めるものとする。 

（都市景観、緑の保全） 

市は、美しいまちづくりを推進し、良好な都市景観

を形成することにより、市民の住環境の向上に努め

るものとする。 

３ 集合住宅の所有者は、その集合住宅を長期にわた

り使用することができるようにするとともに、地域

の住環境の向上に寄与するよう、適正な管理に努め

なければならない。 

４ 区は、集合住宅の所有者が前項に規定する適正な

管理を行えるよう、当該所有者に対し必要な指導及

び助言を行うものとする。 

(地震に対する安全性の確保) 

第 14 条 区、区民、住宅関連事業者等は、地震による

建築物の倒壊等の被害から生命、身体及び財産を保

護するため、住宅の地震に対する安全性の確保を促

進するものとする。 

(環境負荷の低減に配慮した住宅) 

第 15 条 区は、環境負荷の低減を図るため、住宅の省

エネルギー性能の向上、自然エネルギーの利用促進、

耐久性に優れた住宅の普及等に努めるものとする。 

２ 区民、住宅関連事業者等は、住宅の建設及び管理に

当たっては、環境負荷の低減に努めるものとする。 

(良好な住環境の形成) 

第 16 条 区は、良好な住環境を備えた住宅市街地の形

成を図るため、木造住宅の密集地域の改善等による

災害に対する安全性の確保の促進、良好な景観の維

持向上その他必要な施策を講ずるものとする。 

(良好な地域コミュニティの形成) 

第 17 条 区、住宅関連事業者等は、集合住宅の建設及

び管理に当たり、安全で活力のある住環境を目指す

ために良好な地域コミュニティが形成されるよう、

当該集合住宅の居住者の町会又は自治会への加入を

促進するよう努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

（民間賃貸住宅への入居機会の確保等） 

第 14条 何人も、正当な理由なく、高齢者、障害者、

外国人等（以下「高齢者等」という。）であることを

もって市内の民間賃貸住宅への入居の機会が制約さ

れ、又は高齢者等であることをもって入居している

民間賃貸住宅の居住の安定が損なわれることがあっ

てはならない。 

２ 市長は、市民及び賃貸人その他の関係者に対して

前項の規定の趣旨の普及に努めるものとし、高齢者

等の入居の機会の制約又は居住の安定が損なわれる

ことがあったときは、関係者から事情を聴き、必要な

協力又は改善を求めるものとする。 

３ 市長は、高齢者等の民間賃貸住宅への入居の機会

の確保及び民間賃貸住宅における居住の安定を図る

ため、公社その他関係機関に対して協力を求めると

ともに、次に掲げる施策の実施に努めるものとする。 

(1) 民間賃貸住宅の入居に関する情報の提供等 

(2) 民間賃貸住宅への入居に際して必要な保証制

度の整備 

(3) 民間賃貸住宅入居後の安定的な居住継続支援

制度の整備 

(4) 前３号に掲げるもののほか市長が必要と認め

る施策 

（共同住宅の維持管理の適正化） 

第 15条 市長は、共同住宅の維持管理の適正化に資す

るため、共同住宅を所有し、又は管理する者に対し、

情報の提供、当該共同住宅の修繕に要する資金のあ

っせんその他必要な支援を行うことができる。 

２ 市長は、前項の施策を実施する上で必要があると

認めるときは、共同住宅を所有し、又は管理する者に

対し、当該共同住宅の維持管理状況についての報告

その他必要な協力を求めることができる。 
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第５章 民間賃貸住宅における居住の安定確保 

(入居の機会等を制限しない民間賃貸住宅の供給) 

第 18 条 区は、民間賃貸住宅に入居しようとする者又

は入居している者が、高齢、障害等を理由として入居

の機会又は居住の継続が制限されることがないよ

う、これらのものの入居を制限しない民間賃貸住宅

の供給の促進に努めるものとする。 

２ 民間賃貸住宅を賃貸する者は、入居を希望する高

齢者、障害者等の入居を受け入れるよう努めなけれ

ばならない。 

(高齢者等の住み替えに対する支援) 

第 19 条 区は、高齢者、障害者等が民間賃貸住宅に住

み替えを希望する場合、適切な情報を提供するもの

とする。 

２ 区は、高齢者及び障害者が民間賃貸住宅に住み替

えを希望する場合、円滑な入居のために必要な支援

を行うものとする。 

（相談の実施、情報提供等） 

第 16条 市長は、良質な住宅の供給及び良好な住環境

の形成並びに居住の安定向上に資するため、公社そ

の他関係機関と連携し、市民又は事業者に対する相

談の実施、情報の提供その他必要な措置を講ずるも

のとする。 

（自主的活動に対する支援） 

第 17条 市長は、良質な住宅の供給及び良好な住環境

の形成並びに居住の安定向上に関する市民の自主的

な活動を促進するため、助言その他必要な支援を行

うことができる。 

（開発事業への要請） 

第 18条 市長は、良質な住宅の供給及び良好な住環境

の形成に資するため、開発行為（都市計画法（昭和 43

年法律第 100号）第４条第 12項に規定する開発行為

をいう。）又は建築（建築基準法（昭和 25 年法律第

201号）第２条第 13号に規定する建築をいう。）を行

おうとする者に対し、当該開発行為又は建築の規模

及び用途、道路、公園その他の公共施設の整備状況等

を勘案して、配慮することが必要と市長が認める事

項について、あらかじめ基準、手続等を示し、必要な

協力を求めることができる。 

（住宅整備等の重点的推進） 

第 19条 市長は、住宅及び住環境の整備に当たっては、

基本計画で定めるもののほか、その整備を推進する

地区の特性、事業の緊要性等を勘案し、特定の地区に

限り重点的に整備を推進することができる。 

諮問機関等 

（なし） 第６章 住宅政策審議会 

(設置) 

第 20条 区の住生活の向上に資する施策の充実を図る

ため、区長の附属機関として中野区住宅政策審議会

(以下「審議会」という。)を置く。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、住宅マスタープラン

の策定その他住宅施策の推進に関する重要事項につ

いて調査審議する。 

（住宅政策審議会） 

第 20条 この条例に定めるもののほか住宅及び住環境

に関する政策に係る重要事項について、市長の諮問

に応じ、調査審議するため、川崎市住宅政策審議会

（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、委員 15人以内で組織する。 

３ 委員は、市民、事業者及び学識経験のある者のうち

から市長が委嘱する。 
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３ 審議会は、住宅施策を推進するために特に必要な

事項について、区長に意見を述べることができる。 

(委員) 

第 21 条 審議会の委員は、16人以内とし、区民及び学

識経験者のうちから区長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げな

い。 

３ 委員が欠けたときは、補欠の委員を置くことがで

きる。補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 審議会に、専門の事項を調査審議するため必要が

あるときは、部会を置くことができる。 

７ 審議会において必要があるときは、その会議に関

係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことが

できる。 

８ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運

営に関し必要な事項は、規則で定める。 

その他 

 この条例は令和２年〇月〇日から施行する。 第７章 雑則 

(委任) 

第 22 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施

行に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えな

い範囲内において規則で定める日から施行する。 

第５章 雑則 

（財政上の措置） 

第 21条 市は、住宅及び住環境に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な財政上の措置を

講ずるよう努めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に策定されている川崎市住

宅基本計画は、第８条の規定により策定された基本

計画とみなす。 

 


